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［北海道農業経済研究第2巻2号 1993.3]

［論文］

労働力不足下の北海道野菜の現状と課題

＊ 

冨田義昭

化が遅れている分野であるため、生産現場では労

I はじめに 働力不足の問題が集中的に表れている。したがっ

て、北海道らしい野菜生産・流通に、如何にして

北海道農業は、専業化、土地利用型農業として 取り組むかが重要な課題である。

規模拡大路線を指向してきた。その中で、最近、

集約作目の代表とされる野菜の産地化をすすめる

ことに対しては、亜流であるとか、矛盾を指摘す

る声もある。

しかし、近年、各種農産物の国際化、自由化を

背景に、農産物の需給事情、価格が大きく変化し

た。その結果、単に既存作物の規模拡大による営

農ではクリアーできない実態になり、必要な農業

所得を確保するため、野菜の導入による複合化あ

るいは専業経営化の動きが道内各地でみられる。

したがって、北海道農業では今や野菜は、水稲、

畑作、酪農・畜産とならんで重要な柱になってい

る。

このため、北海道では行政、農業団体があげて

野菜を戦略作物として位置づけし、振興しようと

している。また、全国の需要者側からも北海道の

野莱に対し強い期待が寄せられており、それらに

呼応した生産・出荷の体制づくりが求められてい

る。

ところが、北海道では農業の担い手や労働力不

足が一段と深刻化している。とりわけ野菜は多く

の労働力を必要としており、しかも機械化、施設

＊（社）北海道地域農業研究所

本報告では、これらの背景と課題を踏まえ、実

態把握や現状分析を行い、かつ、将来方向に対し

共通認識をもち、今後の具体的対策を見だすため

に、いくつかの視点からまとめてみたい。

II 野菜の全国的動向と北海道の位置

ーなぜ、いま野菜か一

, . 野菜の需給及び食生活の動向

野菜の全国的動向の中で、最近の特徴は、数年

前までの供給過剰基調から一変し、国内産の不足

が目立っている。食料需給表の49品目の統計をみ

ると、作付面積、生産量ともに減少の一途をたどっ

ている。 1人当たり消費量は横ばいであるが、人

ロ増に伴い需要量が増加して、これに供給が追い

つかないのが現状であり、また今後の見通しでも

ある（図 1)。

食生活の中では、健康とのかかわりで緑黄色野

菜の需要が年々増加しているが、現況では必要量

を満たしておらず、今後さらにその生産増が期待

されている。一般野菜（淡色野莱）はほぼ必要量

に近いが、大型品目（だいこん、はくさい、キャ
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ベツ等）では消費の減少がみられ、供給の伸びは

期待が薄い。いも類は摂取不足であり、今後の伸

びが期待できる。また、消費動向の変化で品目の

転換が見られ、少量多品目化の傾向になり、流通

（購入形態など）を含めニーズの多様化がみられ

る[1 J。

野菜の自給率は高い。しかし、このところ国内

で不足する野菜はもちろん、消費の周年化に伴い

多様な品目が輸入され、冷凍野菜等加工品だけで

なく生鮮野菜の輸入が年々増加しているため、自

給率は徐々に低下し、 90%程になっている。
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ヤ作付面積 口皐収 ◇収穫量
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資料：農林水産省「野菜生産出荷統計」等、元年は速報値

（注） 面積!Oa当たり収量はもやし及びカイワレダイコンを除く。

図1 野菜の作付面積、 10アール当たり収量、

収穫量の推移（食糧需給表ベース、 49品目）
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図2 主要品目の作付面積（全国）の推移

2. 供給不足の原因

国民の多くは、健康• 安全•新鮮•安定供給か

ら野菜の国内供給を望んでいるものの、生産・出

荷の基盤は脆弱になっている。その原因について、

農林水産省が行った全国の野菜産地の農協に対す

るア‘ノケート調査結果（平成2年7月）では、 「現

在うまくいっているが今後問題が出てくる」とい

うのが40%あり、 「現在も今後も問題含みである」

とするのは57%で、大半の産地が何らかの問題を

抱えている。具体的問題点としてあげられた項目

の主なものは、①高齢化、②後継者不足、③連作

障害（病害虫の発生）、④他の就業機会の増大に

よる労力不足、⑤市場価格の不安定性、⑥収益性

の低下、⑦生産基盤の未整備、⑧集・出荷体制の

26721<9 I 未整備などである [2]。

これらの問題点は北海道の野菜産地にも共通し

即 6日 ているが、府県の方がより深刻である。つまり、

野菜生産の担い手が不足し、大型重量野菜の作付

け中止、出荷量の減少が急激に進んでいる。国内

産野菜の供給不足が顕在化し、価格の高騰や需給

の先行き不安がこのところしきりに報道されるゆ

えんである（図2)。

3. 北海道農業における野菜の位置

北海道の農業粗生産額に占める野莱の位置づけ

は、平成2年の実績では全体の14.1%を占め、耕

種部門内では24.6%である。やがては米（全体の

18%)を抜くほどの勢いで増加し、農業生産の大

きな柱になることが予想される。米や畑作物など

政府管掌作物の生産調整、価格抑制の中で、既存

の作物と野菜との複合経営、あるいは、野莱専業

経営などで農業所得の減少をくい止めようとする

農家・地域と、そうした取り組みのみられない農

家・地域では農業所得の格差が広がっている。そ

のため、道内の多くの地域で野莱の導入、産地化・

拡大がみられ、地域農業振興計画策定の目玉とし

て位置づけている例が多い。
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しかし、経営の中で野菜のウエートが高まるほ

ど労働力が不足し、そのため、野菜はもちろん、

野莱以外の作物の生産性が低くなったり、品質が

低下するなど営農上の課題も多い。また、土地利

用型野莱で機械化栽培が可能な品目や、比較的高

度の技術を必要としない作りやすい品目は、需要

を上回って生産される。逆に労働集約型の品目は、

技術習得や多くの資材を要し、しかも機械化しに

くいため労働力を多く必要とする。その結果とし

てこれらの品目では、需要に対し生産が伴わない

など、需給上のギャップが生じている。
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こうした問題があるものの、北海道農業にとっ

て、野菜を戦略作物として伸ばすことが必要であ

り、内外の要望に沿って取り組まなければならな

し'o

III 北海道野菜の現状と将来方向

一期待される野菜は何か、どう取り組むか一

1 . これまで伸びてきたものはなにか、今後どう

みるか

北海道の野菜といえば、たまねぎ、ばれいしょ、
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図3 北海道産野菜の移出向け伸び率の推移（昭和60年を100として）
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にんじん、かぼちゃ、食用ゆりなどが代表的であ

る。これらの品目は歴史も古く、市場占有率も年々

増大し、全国的に不動の地位を占めているが、今

後の急激な伸びは期待できない。しかし、たまね

ぎ、ばれいしょは府県の作付け減少傾向に合わせ、

徐々に道産の拡大はありうるので着実な産地基盤

を作る必要がある。

だいこん、キャベッ、はくさい、ごぼう、なが

いもなどは面積、生産量とも多いものの、もとも

と道内への供給が主体であったが、これらの大型

重量野莱は府県産地での出荷の減少が著しいため、

道産物への供給期待が強まり、現在では新しい産

地が形成され、大量の道外移出が行われている。

また健康志向を反映して、アスパラガス、ほう

れんそう、ねぎ類、きのこ類などの消費が伸び、

それに伴い道産物の移出が拡大している。府県で

は、きぬさやえんどう、さやいんげん等は、夏場

に高温のため栽培しにくいが、北海道では容易に

栽培できるので、周年化消費を背景に生産・出荷

が急伸し、さらに拡大が見込まれる。

メロ‘ノはハウス栽培、露地栽培と出荷期間が拡

大している。昼夜の温度差が大きい気象条件が幸

いし、糖度が高く、北海道の味覚を代表する大衆

果物として全国的に流通している。洋菜類のピー

マン、レタス、セルリー、ブロッコリー、カリフ

ラワーなども成長品目とされ、消費増により道産

物への期待が高まっている。

その他、加工用を中心としたスイートコーソ、

かぼちゃ、にんじん、ほうれんそう、えだまめな

どの供給は、地域の食品加工産業と農業のかかわ

りの中で重要である。外食産業の発展や家庭での

食生活の変化の中で、調理済食品や半調理食材の

消費が伸びており、その原料需要への対応が重要

である。したがって、食品加工業界との連携の中

で契約栽培等での安定生産・供給の取り組みを振

興すべきである（図3, 4)。

2. 需要に合わせた生産の取り組み

最近の道内での野菜生産の傾向は、総じて機械

化体系ができている品目、土地利用型で大規模に

栽培でき省力可能な品目で、しかも集・出荷施設

が整備されている品目において生産と出回り量が

急伸し、供給過剰を招く心配がある。

その例は、たまねぎであり、重要野菜の指標面

積をはるかに超えて作付けがなされており、平成

3年産の作付けは12,900haに及んだ。そのため、

平成4年の指標面積はll,800haに抑えられたが、

このままでは平成3年実績をさらに上回る作付け

予想もあるため、北海道庁や農業団体（農協、中

央会、ホクレ‘ノなど）が、全生産者にリーフレッ

トを配付するなど、指標面積を遵守し、価格の低

迷を防ぐよう呼びかけている。

また、だいこん産地では、農協の洗浄• 選別能

力を超えて作付けしようとする生産者に対し、輪

作を守り永続性のある産地基盤を守ろうとする指

導者•関係者との間での葛藤もずい所で見受けら

れる。

他方、需要に対し生産が伴わない野莱も多い。

それらは、より多くの労働力を必要とし、機械化

が遅れているか作りにくいもの、しかも、栽培施

設や資材を多く要し、高度な技術を必要とするた

め、経営の中に取り入れにくい品目である。さら

に、集・出荷施設、流通システムの完備を必要と

するなど、農協等の体制が不十分なことも産地化

を阻害している。

こうしたことから、系統農協では、畑作対策本

部•青果専門部会で検討し、平成 7 年を目標とす

る「北海道野菜中長期振興計画」を設定している

[3]。この計画策定のため、ホクレンを中心と

して道内外の取引先で構成される地域毎のホクレ

ソ会を軸に、需要量（期待量）の調査が行われた。

また、産地では中央会が中心となり各農協の生産・

出荷計画を積み上げした。先の「振興計画」は、

これらの調査結果を基礎に調整・検討して作成さ
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表 1 北海道野菜中長期作付指標
（単位： ha) 

区分品~門次 乎成元年 平成3年 平成4年 乎成5年 平成6年 平成7年 7伸/元率X（％10） 0 
な す 228 231 233 235 237 240 105.3 

卜 マ 卜 475 510 530 550 570 580 122.1 
果
き う り 463 470 474 480 485 105.8 ゆ 490 

菜
か ぽ ち や 6,810 6,790 7,000 7,190 7,380 7,610 111. 7 

枝 豆 359 367 370 381 391 400 111.4 

類
スイートコーソ 14,100 14,410 14,580 14,720 14,850 14,900 105.7 

さやいんげん 264 280 300 320 340 360 136.4 

さやえんどう 224 250 270 290 310 330 147.3 

小 計 22,923 23,308 23,757 24,166 24,563 24,910 108.7 

た ま ね ぎ 10,500 11,302 11,400 11,600 12,000 12,500 119.0 
葉 ね ぎ 744 840 900 940 980 1,000 134.4 

茎 は ＜ さ し、 1,370 1,470 1,530 1,590 1,650 1,700 124.1 

菜 キ ヤ ペ ツ 1,900 1,990 2,120 2,210 2,380 2,400 126.3 

類
ほうれんそう 1,380 1,480 1,590 1,690 1,790 1,800 134.3 

食用 ゆ り 287 290 310 340 350 370 120.9 

小 計 16,181 17,372 17,850 18,370 19,150 19,830 122.6 

だ し、
.,.. 
ん 5,250 5,650 5,850 6,000 6,150 6,200 118.1 し一

根 に ん じ ん 5,400 5,650 5,700 5,840 5,980 6,070 112.4 

菜 ._ ,.,. ぼ う 1,280 1,440 1,550 1,660 1,770 1,800 140.6 

類 か ぷ 196 200 220 230 242 255 130.1 

やまのいも 1,060 1,300 1,400 1,500 1,600 1,650 155.7 

小 計 13,186 14,240 14,720 15,230 15,742 15,975 121.0 

果野 ス イ 力 680 680 680 680 680 680 100.0 

実 し、 ち し,....—• 439 448 456 464 472 480 109.3 
的菜 メ ロ ソ 1,930 2,210 2,350 -2,460 2,550 2,640 136.8 

小 3,049 3,338 3,486 3,604 3,702 3,800 124.7 

ピ ● """" マ ソ 156 160 170 180 190 200 128.2 

洋 レ 夕 ス 580 630 650 670 690 700 120.7 

セ ）レ リ ・．． 61 62 63 64 65 65 106.6 
茎
カリフラワー 76 80 80 80 80 80 105.3 

類 プロッコリー 317 470 510 550 570 600 189.3 

アスパラガス 4,670 4,820 4,970 5,070 5,170 5,200 111.3 

小 計 5,860 6,222 6,443 6,614 6,765 6,845 116.8 

そ の 他 1,101 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 90.8 

合 計 62,300 65,480 67,256 68,984 70,922 72,360 116.l 

増 減 3,180 1,776 1,728 1,938 1,438 

伸 び 率（前年対比） 105% 103% 103% 103% 103% 

伸 び 率（元年対比） 105% 108% 111% 114% 116% 

（注） 平成3年度は、元年度対比とした。
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れたものである。その内容は品目別・年次別生産

計画、道外出荷指標と、品目別。地域別振興方向

よりなっている（表 1)。

土地利用、経済性による品目選定と、栽培技術

の習得、集・出荷の施設化、とりわけ厳しい労働

力不足など難しい課題も野菜生産には山積してい

るが、需要に合わせた、しかも地域のバラソスの

とれた生産に取り組むことが必要となっている。

3. 野菜産地の変化

道内の野菜産地は、今では酪農専業地帯を除く

多くの地域に拡大している。また、品目や作型、

産地がめまぐるしく変化している。道南の気象条

件の良いところではもともと経営規模が小さいこ

ともあり、早期出荷を分担したり、施設利用型の

野莱に移っている。道央では土地利用型と施設利

用型が並行している。道東・北では土地利用型の

野莱が拡大している。ただし、収益性追求などか

ら経営規模と労力に応じ、労働集約型の野莱も全

道各地に広まっている。また、地下熱、太陽熱等

を利用した施設での周年栽培、安定•高品質生産

の雨よけ栽培など、多様な野菜生産が展開されて

いる。

これらに呼応して、農協などの生産・流通施設

の整備もすすめられている。だが、国・道の補助

事業の枠が常に不足する状況のなかで、計画達成

に支障をきたしており、今後、北海道の農業振興

のため、国・道の強力な支援が望まれている。

また、産地、品目によっては、輸送や販売量の

確保とブラソド化を図るため農協間協同による広

域集・出荷体制も進み、いわゆる産地形成型の農

協合併を促進する機運が醸成されいてる。

ホクレ‘ノの野菜戦略の基本は、中期計画 (1991

"-'95年＝平成3"-'7年）の中で、生産対策として、

①種苗開発、セル苗の生産供給、 C2)野菜生産団地

の充実・拡大（平成2年66産地を 7年には 100産

地に）、③業務用需要への生産基盤づくり、④価

格安定事業の拡充ーなどである。また、流通販売

対策としては、①ルート販売の拡大（平成2年22

0ユーザーを 7年300に拡大）、②石狩湾新港に野

菜セ‘ノターを建設、③青果物総合管理システムの

構築、④鮮度保持、混載輸送、輸送機材及び包装

資材の開発ーなどが計画されている[4 J。

4. 米の転作緩和の影響

米の転作は全国的に野菜の過剰甚調をもたらし

たが、それは数年前までのことである。平成4年

の米の転作緩和目標は全国で 130,000haであり、

北海道は18,400haである。平成 3年実績では野

菜面積のうち転作畑に占める野菜面積は全国、北

海道ともに20%に達している。このうち野莱畑が

水田に戻る面積も相当あると考えると、野菜の不

足基調はさらに強まると見られる。野莱は一般的

に単位当たり粗収入が高いので転作緩和の影響は

あまりないとの見方もあるが、北海道の水田での

規模拡大を目指す地域では、水田への転換に積極

的であることから、畑作はもちろんのこと、野莱

のうちかぽちゃ、スイートコーソ、キャベツなど

比較的収益性の低いものが減少するとみられる。

いずれにしても米をめぐる情勢の変化が今後、畑

作・野菜の動向にも大きく影響することが予想さ

れる。

N 野菜生産の課題と対応

ー野菜生産は伸ばしうるか一

, . 農業構造の変化と野菜作

1990年セ‘ノサスにみる全国の農業構造変化（農

家数減、労働力減、耕地面積減、高齢化、後継者

不足、経営規模の大きい農家増・農地集積増など）

によっても、野莱作りの維持•安定化に通ずる要

素はほとんど見られない。これらの点は北海道で

も共通しており、むしろ目立っている点も見られ

る。このため野莱生産は、重量野莱など単価の安
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農業雇用が著しく不足している経営（構成比）

稲 畑作 野菜 園芸 果樹 酪農 畜産 その他 回答2農2協2殺

渡島桧山 53 57.9 31.6 36.8 5.3 0.0 I 0.5 0.0 I 00.0 

後志 I I.I 722 22.2 111 5.6 0.0 0.0 0.0 I 00.0 

胆振日高 0.0 30.0 30.0 30.0 5.0 10.0 35.0 I 0.0 I 00.0 

石 狩 0.0 26.7 6 6.7 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 I 00.0 

ク＝ 知 11.4 37.1 4 5.7 45.7 0.0 2.9 0.0 0.0 I 00.0 

留萌宗谷 0.0 16.7 25.0 8.3 8.3 33.3 16.7 0.0 I 00.0 

上 JII 9.1 36.4 54.5 30.3 0.0 3.0 3.0 3.0 IO 0.0 

縦 走 0.0 78.6 39.3 0.0 0.0 10.7 0.0 0.0 I 00.0 

十 勝 0.0 72.0 36.0 0.0 0.0 16.0 4.0 4D I 00.0 

釧路根室 0.0 5.9 1 7.6 11.8 0.0 76.5 0.0 0.0 I 00.0 

合計 4.5 4 5.9 38.7 2 1.2 1.8 12.6 5.9 1.8 I 00.0 

表2い品目の作付け中止か、軽量野莱で高単価なもの

への移行が予想される（図 2)。

また、道内の同じ地区内でも経営規模・形態

（耕地面積、作目の種類、労働力、技術、経済力

など）が多種• 多様になっている。つまり等質な

農家でなくなっている。同じ野菜などを取り入れ

た複合経営でも労働力の多少で、営農形態が異な

るため、作業や機械・施設の共同化の対応が容易

また、生産・流通の画ー的指導ができに

くいなど、野莱の産地形成上の課題は少なくない。

でない。

資料：北農中央会「晨業雇用に関する農協アンケート調査J
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雇用労働対策についての今後の対応と課題図5

2. 労働力事情と対応策

労働力不足は農業分野だけの問題ではない。三

和総合研究所の推計では、労働力人口は1996年

（平成8年）にピークを迎え以後減少に転じると

見ている（日経、平成3年5月10日付け）。また、

最近、労働省の雇用政策研究会が発表した『労働

力需給の現状と展望』によると、全体では出生率

の低下によって15歳以上の人口の伸びが鈍化し、

この結果、労働人口は、 2000年（平成12年）の 6,

700万人をピークに減少し、 2010年（平成22年）

には6,500万人と200万人も減少し、その中で農林

水産業の就業者は、 1990年（乎成2年）の450万

人が、 2000年には314万人、さらに2010年には240

万人と、現在 (1990年）の約半数になると見通し

資料：北農中央会「農業層用に関する農協アンケート調査J

農業雇用が著しく不足している作業

（複数回答、構成比）

間引き草取り

17.11• 

図6

ている。

一方、農林水産省の試算によると、農家戸数は、

平成2年の384万戸が、平成12年には315万戸と、

69万戸減少する見通しとなっている。

核農家数は平成2年の62万戸が、平成12年には35

万戸と大幅に減少するとしている。基幹的農業従

事者についても、平成2年の 313万人が、平成12

年には211万人へと減少する見通しとなっている。

基幹的農業従事者のうち55歳未満は 113万人から

59万人に減少するが、反面、 65歳以上は90万人か

ら97万人へと増えると見ている。

-28-
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いずれにしても新規就農者が乎成2年では、全

国で 1,800人という状態では、若い世代を中心と

した担い手が不足するのみならず、農業に従事す

る人はこの後も減り続けていくことは確かである。

また、農業生産に従事する労働時間も全体に短

縮するとの見方がある。その結果、とくに関東、

中四国、東海などでは労働時間が大きく不足する。

このため、機械化の進んでいない野菜• 花き・果

樹では労働時間を多く必要としており、労働力不

足の中でどう対応するかが大きな問題である。北

海道では、野菜はもちろん、規模拡大指向にある

酪農、畑作でも労働力不足がネックとなっている

（表2)。

労働力不足を補完するためには、屑用労働力確

保も大切であるが、将来を見越した積極的な省力

化を進めるため、機械化・施設化、それに営農シ

ステムを改善することが必要と思われる（図5)。

ところで野莱は、作付け面積当たりの労働力を

最も必要とする作目である。道内のどの地域の営

農類型をみても、自家労働力の不足分を雇用労働

力に依存している。なかでも定植及び収穫時期に

多くの屑用労働を必要とする。さらに、農協等の

集・出荷施設の整備によって生産・出荷段階の省

力化をすすめるならば、そこでも大量の雇用労働

力を必要とする。とりわけ、夏から秋にかけての

労働力需給バラ‘ノスが大きく崩れ、対応に苦慮し

ている（図6)。

これらの実態調査結果は、多くの資料等で紹介

されているが、解決策は容易に見出せない状況に

ある [5] [6]。北海道農政部では、平成3年

9月に「農業雇用労働力確保対策協議会」を設置

し、方向づけを検討した[7 J。その中で農業労
働力の広域調整システムなどのモデルを設定した

問題解決型の体系的事例調査、システム作りなど

が検討され、平成4年度から、調査・研究に着手

している。

3. 農業労働力確保対策の方向

(1)農業内労働力の効率的活用

第 1に、農家間提携（手間替え、ゆい）を行う

べきである。個人同士、集落内外で古くから行わ

れている労働力の調整の方法であるが、最近は、

同一地域内での農業経営構造の多様化（経営規模、

作目構成、労働力など）と、農業労働力の絶対量

不足のため実施できにくい環境になっている。し

かし、農家間、地域間、経営形態の異なる農家間

での労働力活用システムをつくることは、従来に

も増して取り組むべき課題である。

表3 地域農業の担い手と将来

ネ： 施設 Jfぶ 闇Q, ikl/fl牛

現在 lf立 I!! うぺき 視{E1位 Illうぺき 現在 1位 Illうぺき

大/JI.Ill辰家 297 563 897 1,051 l, 190 I, 289 
・法 人

(%) (13.3) ('l:l. 2) (53. 0) (63. 9) (63. 2) (74. 4) 

小規 ,~.a "I{. I, 244 285 388 184 371 154 
(//Hff.?l /•I• 心）
(%) (55. 5) (13. 8) (229) (II. 2) (19. 7) (8. 9) 

小規 ll,l 良•ぷ 639 168 360 136 277 89 
(UA ぶ計がI•心）
(%) (28 5) (8. I) (21. 3) (&3) (14. 7) (5. l) 

生歴 mは． 30 580 8 99 

゜
45 

営晨a.l・/1等
（％） (1.3) (2a a) (o. 5) (6. 0) (0. 0) (2. 6) 

その他 30 474 41 176 45 155 

(%) (J. 3) (22. 9) (2. 4) (10. 7) (2. 4) (&9) 

合 Jt 2. 240 2,070 I. 694 1,646 I, 883 I, 732 

（％） (I 00. 0) ooo. ol (loo. oJ (JOO. 0) (JOO. 0) (100. 0) 

農水省「担い手の動向に関するアンケート調査」より

．．荘命盆吟函杖ぷ令9年翠(;•,茂え呈ユ
やりがいなどの精神的満足度・,,:印心•広.,

失業保険などの社会保障充実..'矛

巨~ヽ・ヤルヽ.~、 , .. 

労働環境の良さ

通勤の便利さ・
就労する気はなしヽ ...........

その他.......…• 
,, 一...._ .. 一・~'' ,,. 一L.
0 8 16 24 32 40 48 56 64 72 

資料：石狩中部農業改良普及所のアンケート調査から

図7 働く時に重視したいことがら（複数回答）
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第 2に、営農集団間の提携である。これは営農

集団の完備が前提となるが、各集団では区域内労

働力の過不足が明確に分かるので、野菜等の新規

作物の導入に当たっては、営農集団ごとに労働力

配分を加味した品目• 作型をとり入れ、互いに労

働を補完する方法である。最近注目される動きと

して、例えば、旧南網走農協区域の 3作地帯（麦

類、てん菜、馬鈴しょ）で野菜の導入についての

組織的取り組みがあげられる。

野莱の将来の担い手については、農水省の「担

い手の動向に関する調査」によれば、現況は大規

模農家、法人、および小規模農家が中心であり、

将来も生産組織や営農集団での対応は少ないとし

ている（表3)。つまり、一般的には個別完結型

経営志向という考え方が支配的であるが、今後労

働力事情の先行きを考えると、北海道では将来方

向として、営農集団による組織的対応を取り入れ

ないと、集約作物の導入が不可能だと思われる。

第 3に、農協区域間提携も必要である。農協合

併などで経営構造が異なる地域を包含する場合、

営農類型の異なる間である程度の調整は可能であ

り、営農指導強化の一環としてシステム化すべき

である。また、農業立地条件の異なる府県の農協

との提携についても検討の対象になる。例えば、

労働力の提供・受入れのみならず、冬期間は府県

で育苗し、その苗を春に北海道に持ち込むとか、

逆に夏期に北海道で育苗あるいは株養成したもの

を秋や冬に府県へ持ち込むことなどは、技術とコ

ストの両面から双方にメリットを生むのではない

か。

さらに、現在農協が認められている無料の職業

紹介の活用についても広く道内外を対象に、積極

的に取り組むべきである。

(2)農業外労働力（雇用労働）の確保

第 1に、在村（地）離農者、地域内の婦人、中

高年齢者など潜在的労働力の活用を図ることであ

る。この場合それぞれの対象者にふさわしい作物

の選択、作業の種類を工夫すれば農家の生産段階

はもちろんのこと、農協の施設では高年齢者でも

働ける場を提供することができる。また、婦人で

は1日の勤務時間帯を考慮することによって、働

きたい意向のある人達がいる。逆に、長期にわたっ

て屑用してほしいという人に対しては仕事を創り

出すことも必要である。

第2に、周辺区域からの雇用労働者は、現況で

は需給の関係で相当広範囲になっているため、雇

用側も、雇われる側も送迎時間のロス、費用が重

なり、労賃高騰の原因になっている。

例えば、にんじん、たまねぎなどの多様な野菜

産地として発展している富良野周辺の地域は、加

えてリゾート地帯でもあり、犀用労働力を多量に

必要としている。そのため南は空知管内の奈井江

方面まで、北は旭川、東は帯広周辺まで労働力募

集の地域が拡大している。将来的にみた場合、全

道各地での野菜振興の動向や、他業種の雇用条件

に影響するところが大きいので、つねに働く人達

の価値観の変化を考慮し、見通しについて検討し、

適切な対応策を講ずる必要がある（図7)。

第 3に、異業種との展用労働者の提携では、夏

季から秋季は農業側が雇用し、冬季から春季にか

けては水産加工業等が雇用する。このような提携

の例は石狩町農協がきぬさやえんどうの選別・調

整施設等で基幹人員確保として取り組んでいる。

数多くの対象者を確保するには難点があるが、今

後期待されるシステムである。とくに漁村に近い

地域では漁家又は漁業関連の工場等との提携の可

能性がある。

第4に、他府県からの雇用労働者確保では、職

業紹介機関を通じ、農協の集・出荷施設の基幹労

働などの場合、一定期間にまとまった労賃が得ら

れるとして定着している例がある。例えば、南富

良野では沖縄県との間で相当数の雇用者を確保し

ている。この場合、宿泊・給食の用意・提供が必

要である。
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第5に、第3セクター・民間企業による農作業

請負システム（コソトラクター）が各地でつくら

れる機運にある。これには農協などが先導するか、

または深く関与していくことが必要である。

第6に、外国人労働については、農業研修生と

しての入国・受入れが原則であり、実習的労働の

範囲であるため普遍的でない。研修目的に添った

体系的学習等の実施、受入れ体制（宿泊、通訳、

生活環境、人権保障等）の完備が必要である。

プラジルの日系人には労働目的の入国も認めら

れている。道内でも札幌の中堅建設業界ではブラ

ジルに日系人向けの職業訓練セ‘ノターを作り、日

本語教育、専門語・基礎技能の研修をして受入れ

するとの新聞報道があった（「道新」平成3年11

月2日）。農業分野ではそこまでは踏み切れない

と見られるが、長期的に検討することも必要であ

ろう。国際化時代だけに、科学技術交流（農業技

術交流）の位置づけの中で、多くの国々との間に

おいて相互理解にたって多様な方式により取り組

む必要がある。

以上が農業労働力確保対策の方向である。いず

れにせよ、農業者個人の努力を超えた組織的対応

が必要であるが、そのためのシステム作りにとっ

て、適切なマニュアルがないのが実情である。と

りわけ、優良事例となる産地側からは、他の地域

に知られたくないという側面がある。これは法律

や制度との係わりで公開できない性格のものがあ

ること、容易に真似られては産地間の競合にもな

るからということであろう。しかし、法律や制度

を改善するための提言・要望は実態調査や課題整

理の中から生まれるので、どうしても体系的に調

査・研究を行う必要がある。

農業分野は労働法規の適用しない「ブラック・

ボックス」といわれているが、そのままでよいと

は思われない [8]。北農中央会等の「農業雇用

労働力に関する調査」によれば、雇用に関する農

協の事業として、労災保険事務、扉用保険事務、

募集等に関して取り組んでいるが、しかし、地域

での需給調整の実態では、何もしていないとの答

えが半数を占め、情報だけという答えも25%程度

である。したがって、今後は、農作業の受•委託

作業の調整や展用の需給調整等に関し、農協の事

業としてシステムをつくり、積極的に取り組む必

要がある。

ところで、この分野の研究者の体制は十分とは

いえず、しかも問題解決型のシステム作りに関す

る蓄積も少ないようである。したがって、北海道

としては大学、試験研究機関、行政、農業団体等

で早急に組織的なプロジェクトを作り、実態調査・

先進事例調査を行い、具体的対策を樹立のため取

り組まなけれならない。

4. 省労働力化（省人化）対策の方向

(1)生産システムの改善

第1に、地域農業ガイドポスト等の実践があげ

られる。個別経営の改善はもちろんであるが、地

域農業システムとして共同育苗や定植の共同化、

収穫・調整の組作業の共同化ができるように個別

経営を補完するシステムをつくることである。ま

た、集落内（営農集団内）で専門化された営農を

行うため、野莱等の集約部門を中心とした農家の

作業においては、稲作・畑作専業の農家が機械作

業を受託するなど、受• 委託関係を再編し、相互

に補完し合える労働力調整のシステム化を行うこ

とが必要である。これは、すでに道が乎成元年度

より推進している「地域農業ガイドボスト」の中

でも実践例としていることもあり、学ぶことと同

時に実行に移す段階にある。

第2に、作目・品目の選定、作型では保有労働

カの状況によって工夫する必要がある。とりわけ、

野菜栽培では女性の労働力が過重になるため、家

族内の理解と支援が大事である。労働力のピーク

を解消すると共に、冬季の遊休労働力を最大限に

活用するなどキメ細かい営農システムを作る必要
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がある。例えば、道南・道央では夏から秋にハウ

スで育てたネギは、秋の繁忙期に収穫しないで、

ハウス内を凍結しない程度に保温し、 12月,...__,2月

に自家労働力で収穫・調整•選別・出荷している。

また、雪中貯蔵、埋士貯蔵、春堀りなどが可能の

ところでは、冬期間の労働力が活用できる。かつ、

道内の冬野菜の確保は将来府県に依存できなくな

ることを考慮した場合、産地化拡大と価格安定対

策などについての流通施策を見直したいものであ

る。熱源（地下熱、太陽エネルギー、廃熱など）

が容易に確保でき、低コストで施設栽培が可能な

条件があればそれを取り入れ、周年栽培によって

自家労働力の活用および雇用者の長期展用の道も

ひらくことができる。

第 3は、野菜の出荷規格の簡素化が全農を中心

に、産地、流通業界を加え検討されている。等・

階級、量目• 包装の細分化・多様化は、産地間競

争で過熱気味であるが、反面、産地での労働力不

足、コスト上昇、あるいは輸送上の陰路にもなっ

ている。全国的動向に基づく合意形成も必要であ

るが、北海道の占有率の高い品目については、独

自の考え方で進めることが必要であろう。さしず

め、加工用や業務用等のルート販売では可能性が

あるので、先鞭をつけながら北海道らしい取り組

みが望まれる。

(2)省力化機械・施設の開発・導入

第 1に、セル苗（プラグ苗）などの大量育苗シ

ステムが開発されつつあり、実用化・商業ベース

になったものから導入•普及を図る必要があろう。

セル苗はプラスチックの成型トレイに培土を詰め、

播種したものを育苗室で温度、湿度管理し、均一

な生育を図る。根はボール状に発達するので、移

植の際に断根の心配がなく、機械移植にも向く。

野菜の流通において量販店への販売システムに対

応した定時、定量、定規格の生産・納入が必要で

ある。そのためには、良質苗の計画的な生産・供

給が期待されている。ホクレソでは滝川種苗生産

セ‘ノター設置を機にセル苗供給体制を整備してい

る[4 J。また、収穫・調整・出荷の作業に多く

の労働力を必要としている現況から、今後、農協

などで施設を整備し、生産段階の労働力軽減対策

が必要であり、それらの機械・施設の開発とシス

テム化をはかることも重要な課題である。

第 2 に、野菜• 花き栽培の機械化・施設化の開

発に関しては、これまでは他の作物に比ベ一貫体

系が極端に遅れている。その理由として、最も集

約的技術（正確度・高品質の要求）を必要とし、

しかも、①種類・品種の多いこと、②栽培方法

（作型）が多様であること、③出荷規格が多いこ

と、④産地が零細で点在していることーなどがあ

げられる。地域ごとに多種多様な要望があり、開

発された機械も現地で使えるような改良・エ夫が

必要である。これまで野菜はマイナーな作物（品

目）のため、生産者や産地関係者の声が業界や関

係機関に伝わらないことが多かった（表4)。

表4 野菜栽培機械化の現況

種 別 品 自 種まき 移植 防除 管理 収穫

ニダ イン コジ ンン/ 
◎ ◎ ◎ 

゜◎ ◎ ◎ 

゜根菜類
ゴ ポ ウ ◎ ◎ ◎ ◎ 

ヤマノイモ ◎ ◎ ◎ ◎ 

芋 類 パレイショ ◎ 

゜
◎ ◎ 

◎ ◎ , • 

:Jん茎類
タマネギ 。◎ ◎ ◎ 
ニンニク

゜
◎ ◎ 

゜キャペッ ー・

゜
◎ ◎ X 

ハクサイ —• • 

゜
◎ ◎ X 

葉菜類
プロッコリー --

゜
◎ ◎ X 

レタ，ス

゜
◎ ◎ X 

ホウレンソウ ◎ 

゜
◎ ◎ X 

深 ネ ギ、 ◎ ◎ ◎ 

゜トマト（生食用） ・- X ◎ X X 

トマト（加工用） ’’ 

゜
◎ X X 

キュウリ X ◎ X X 

果菜類 ナ ス X ◎ ◎ X 

ピーマン X ◎ ◎ X 

ス イ 力 X ◎ X X 

カポチャ X ◎ X X 

注）◎；多くの場合に磯械が利用されている
o: 一部の地域、一部の作業に機械利用、機械利用は可能
x: 機械がない（人力作菜）

資 料：（出北海道虔菜機械工業会調ペ

調製

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

I星゚
X 

X 

X 

X 

゜◎ 
゜゚◎ 
◎ 

◎ 

◎ 

◎ 
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農業機械・装置施設
閲連業界

I開発お•製造：：公•普及；1 
•異業種交流・提携

（例：ほ場機械と施設視械）

•開発と営業部門の連携＇ 
試験研究機関

国・公立・民関機関

i・研究.. : 開発.:;::繁及I
•基茂・応用の研究

•独自または共同開発

•性能試験→実用化への検討

•普及性の検討

（栽培、復械、経営分野連携）

―

―

 

支

援

連

携

・

共

同

開

―

―

 

I 
連携• 共同研究・情報交換

五I→; 選と五の公：取り組む力{:-r~ご
交 •何 を（作物・用途）検討

（優良戻業慣械施設開発改良表彰） ／ 換 • どのような（作業過程）I
（生産・販売・晨機・施設分野連携）

連携 i携
／． 

生産現場（産地）

共同利用

既存組絨の活用

I. 戻業横械学会北海追支祁

2. 北海道戻策試験推進会議

物理部会

3. 十勝農業機械懇話会

4. 空知戻案機械化情報懇話会

5. 根釧晨業慨械化談話会

6. その他協訊会・研究会等

（例・道産移出野菜拡大推進協汲会）

リース制
＼ 

・行政・普及横関
・農業者

精買・保守
（指導、舒及、悶整）

（先進的農家の

利用指導 アイディアの採用）

¥ I • 生産者血滋
I蘊・情報交換I (振興会・研究会等）
I 

•呉協等共I叩施設 ／ 
（生産・集出荷・謁整・貯蔵• 加工）

「寸． 安全• 新鮮な農産物生産（作業の安全性・食品の安全性）
目 2. シンプル化と作業能率向J:(コストの低下と品質の向上）
標 3. 可能な限り;/l用性のあるもの（経営の合理化・共同利用等効率化）
LJ. 作業過程ごとの連動性（育苗と定価の一貫性・調整施設と集荷施設など）

図8 農業機械・施設（装置）開発の概念（コン

セプト）と体系化

幸い最近、業界や関係機関が野菜の機械・施設

化に取り組む機運が生まれつつある。平成3年5

月に（社）北海道農業機械工業会の総会時の特別

講演で「北海道における野菜•花き作の現状と将

来」と題し、筆者が講演した。その中で、野莱・

花きの生産流通の現状と課題を説明するとともに、

機械・施設化に向けての提案・要望を行ったとこ

ろ大変関心がもたれた（図8)。そのほかに、乎

成3年には農業機械学会が札幌で開催、園芸研究

談話会と連携して「野菜•花き作における育苗シ

ステムシ‘ノポジウム」が行われた。それに地域で

の農業機械懇話会での野莱機械化の検討会、展示

会が開かれた。また、農業試験場（国・道）、農

業団体（ホクレ‘ノ）での野莱関連農業機械の開発・

改良も活発化している。このように生産現場の要

望・提案が反映する素地ができつつある。より早

い開発・普及を実現するために、多くのアイデア、

具体的提案と相互に提携関係のできることを期待

したい [9]。

第 3に、北海道農政部では、省力栽培技術の開

発導入として平成3年度事業で、 「省力産地モデ

ル事業」を行うなどの取り組みを行っている。さ

らに、平成4年度には、行政・試験研究機関、大

学、農業機械業界、農業団体等で構成する「野菜

栽培の機械・施設開発検討会」が発足し、 「省力

化システム緊急開発事業」に取り組んでいる。こ

れらの関係機関の総力を結集した支援体制に注目

したい。と同時に開発された機械が生産現場でよ

り早く普及し、生産と集・出荷のトータルシステ

ムの構築として、今後いろいろな形で課題になる

ことが予想されるので、それらをコーディネート

する人材・機能が必要である。

5. 野菜の生産・流通を規定するいくつかの課題

一労働力問題に関連して一

これまでは、主として生産者側の労働力事情と

対応策を述べてきたが、流通に関連する労働力不

足も重要な課題であり簡単にふれたい。

(1)輸送の事情と課題

輸送事情は、 JR, フェリー、船舶、航空共に

整備されてきたため、これまで北海道の野莱の移

出拡大を可能にしてきた。とくに、拠点間輸送は

時間も短縮された。ところが最近、首都圏の道路

事情は自動車が増えたため交通渋滞で混雑してい

る。とりわけ、旧来からの卸売市場は取り付け道

路と市場内が狭陰のため、大型トラックが入り込

めない、さらに数力所に分割した配送を引き受け

てくれない等深刻な事態になっている。加えて小

売段階での少量多頻度配送による増車や、 トラッ

クの重量規制が厳しくなり、その反面で輸送台数

の増加の中で運転手が極端に不足している。それ

に、輸送はいわゆる 3K労働であり労働時間短縮

もおぽつかないことが運転手不足に拍車をかけて

しヽる。
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また、バブル経済の折りに首都圏の中小の運送

業者は、地価値上がりを契機に転・廃業したため、

中・小型車での配送を担う業者が激減している。

その結果、拠点輸送したJRコ‘ノテナ等の配送、

また、分割配送が困難になるなど物流に支障をき

たしている実態にある。

北海道は遠隔の地にあり、今後の量産と移出拡

大が見込まれる生乳、それに季節貨物の色彩の強

い野菜では、いずれも鮮度が要求されるので、夏

期間の冷凍車・保冷車の確保、荷受け体制など物

流・輸送面の不安があれば問題である。したがっ

て、中長期の見通しに基づく対応策を検討しなけ

ればならない（図 9)。

% 
25 ,.o. -

｀` ，← -般野菜ヽ
（除く、ばれいしょ、たまねぎ）20 

ヽ

°、

15 ．ヽ 
d ヽ

ヽ----.. ／ -／＾ヽヽ
ヽ

10 

4 5 

---<>--•. 一→
--r・・r一

IO 11 12 I 2 3月

資科：ホクレン取扱実績より作図（野菜は平成 3年度、生乳は平成 2年度）

図9 移出野菜•生乳の月別出荷比率

(2)卸売市場の事情と課題

流通形態の多様化で、卸売市場の機能が減少し

たように思えるが、量販店や加工実需に対するルー

ト販売においても、卸売市場の機能、つまり、情

報機能、物流機能（品揃い、配送）、代金決済機

能（信用、リスクヘッジ）は重要である。これら

を利用した、予約相対、先取り等によって卸売市

場の取扱は依然として高い占有率を占めている。

ところが、ここでも人手不足は深刻である。こ

の業界も社会の趨勢に合わせ週休2日制を試行し

ているが、完全な 2日制になった場合の産地対応

はどうなるか、輸送・保管問題とも関連し重要な

課題である。したがって、物流・商流分離など新

しい時代の流通が必要であろう [10]。

(3)農協職員の事情と課題

農協職員の採用難や中途退職者が多くなってい

る。その打開策のひとつとして労働条件の改善、

週休2日制への移行が検討されている。野菜の集

出荷に支障をきたさないように今から体制を考え

なければならない。収穫・調整・保管•輸送・販

売のタイムラグを考慮し、当面は交代制をとるな

ど、生産物の出荷に実質的な支障のない体制の検

討と実施が必要である。

VI むすび

野菜を取りまく環境の変化と北海道の取り組み

について、シ‘ノボジウムで説明できなかった 2,..__, 

3の課題（米の転作緩和、輸送事情、卸売市場の

事情など）についても補足しながら述べてきたが、

実に多くの課題がある。とりわけ、労働力対策は

速効的なものは少ない。しかも、農業外に及ぶも

のもあるので対応が困難なものが多い。

これまでの延長線上では生産・流通の拡大は難

しいので、省力化、機械・施設化、物流の効率化

などについて思い切った対策をたてる必要がある。

したがって、短期的なものと、長期的なものにわ

けて課題を整理し、それぞれ対応策の検討のため

生産者はもとより、関係者であらゆる知恵を出し

合い、論議することが必要であろう。それらを多

くの機関に反映し、問題解決型の改善策、開発な

どについて、連携しながら支援を得るよう、つね

に共通の認識に立って調査・研究、開発・普及の

実践へと行動に移し、北海道らしい野莱生産・流

通システムの構築に努力するよう望みたいもので

ある。
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